
ファイル名:000_1_0559700102106.doc 更新日時:2009/03/23 20:32 印刷日時:09/06/25 4:12 

 

 

 

(金融商品取引法第24条第１項に基づく報告書) 
 

事業年度

(第６期)
 

自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日

 

 

 

 

 (E02958) 



ファイル名:000_3_0559700102106.doc 更新日時:2009/06/25 2:09 印刷日時:09/06/25 4:12 

 

 

第６期（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日) 
 

有 価 証 券 報 告 書 
 

１ 本書は金融商品取引法第24条第１項に基づく有価証券報告書を、同法第

27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出し

たデータに目次及び頁を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した有価証券報告書に添付された監査

報告書及び上記の有価証券報告書と併せて提出した内部統制報告書・確認

書を末尾に綴じ込んでおります。 

 

 
 

 

 



ファイル名:0000000_4_0559700102106.doc 更新日時:2009/06/25 4:17 印刷日時:09/06/25 4:17 

目      次 

 

頁

第６期 有価証券報告書 
【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 
第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 
第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 
２ 【沿革】……………………………………………………………………………………………４ 
３ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………５ 
４ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………７ 
５ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………10 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………11 
１ 【業績等の概要】…………………………………………………………………………………11 
２ 【販売の状況】……………………………………………………………………………………14 
３ 【対処すべき課題】………………………………………………………………………………14 
４ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………16 
５ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………21 
６ 【研究開発活動】…………………………………………………………………………………21 
７ 【財政状態及び経営成績の分析】………………………………………………………………22 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………37 
１ 【設備投資等の概要】……………………………………………………………………………37 
２ 【主要な設備の状況】……………………………………………………………………………38 
３ 【設備の新設、除却等の計画】…………………………………………………………………39 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………40 
１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………40 

(1) 【株式の総数等】……………………………………………………………………………40 
(2) 【新株予約権等の状況】……………………………………………………………………43 
(3) 【ライツプランの内容】……………………………………………………………………43 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】……………………………………………………44 
(5) 【所有者別状況】……………………………………………………………………………47 
(6) 【大株主の状況】……………………………………………………………………………48 
(7) 【議決権の状況】……………………………………………………………………………50 
(8) 【ストックオプション制度の内容】………………………………………………………50 

２ 【自己株式の取得等の状況】……………………………………………………………………51 
３ 【配当政策】………………………………………………………………………………………52 
４ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………53 
５ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………54 
６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】………………………………………………………58 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………68 
１ 【連結財務諸表等】………………………………………………………………………………69 
２ 【財務諸表等】………………………………………………………………………………… 121 

第６ 【提出会社の株式事務の概要】………………………………………………………………… 158 
第７ 【提出会社の参考情報】………………………………………………………………………… 159 

１ 【提出会社の親会社等の情報】……………………………………………………………… 159 
２ 【その他の参考情報】………………………………………………………………………… 159 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】……………………………………………………………… 160 
 
監査報告書  
 
内部統制報告書 
 
確認書 



























































































































































































































































②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

売上高 ※1  3,480,490 ※1  3,217,313

売上原価   

商品期首たな卸高 182,272 249,049

当期商品仕入高 ※2  3,470,969 ※2  3,137,647

合計 3,653,242 3,386,697

他勘定振替高 － ※3  4,995

商品期末たな卸高 249,049 ※4  211,716

商品売上原価 3,404,192 3,169,985

売上総利益 76,297 47,328

販売費及び一般管理費   

役員報酬 451 499

従業員給料及び手当 13,607 14,241

従業員賞与 2,893 3,405

賞与引当金繰入額 3,237 2,002

退職金 1 100

退職給付費用 896 1,367

役員退職慰労引当金繰入額 45 －

福利厚生費 3,038 2,824

旅費及び交通費 3,433 3,241

通信費 719 587

交際費 713 630

消耗品費 347 374

光熱費 268 362

租税公課 ※6  663 ※6  952

賃借料 3,566 3,836

減価償却費 3,021 2,477

のれん償却額 1,137 1,317

修繕費 892 1,038

支払手数料 1,792 2,283

業務委託費 14,138 13,949

貸倒引当金繰入額 2,061 3,737

雑費 3,144 3,259

販売費及び一般管理費合計 60,072 62,489

営業利益又は営業損失（△） 16,224 △15,161

営業外収益   

受取利息 8,712 6,443

受取配当金 ※5  38,729 ※5  53,668

その他 9,297 7,454

営業外収益合計 56,739 67,566

営業外費用   

支払利息 24,418 22,153

コマーシャル・ペーパー利息 183 306

投資事業組合等損失 － 5,035

為替差損 5,228 －

その他 9,152 8,147

営業外費用合計 38,983 35,643

経常利益 33,980 16,761
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 ※7  15 ※7  225

関係会社株式売却益 113 24,570

投資有価証券売却益 ※8  4,259 ※8  7,434

出資金売却益 86 0

貸倒引当金戻入額 3,528 1,266

特定海外債権売却益 ※9  29 －

償却債権取立益 8 －

投資損失引当金戻入額 3,588 －

関係会社等整理益 － 438

特別利益合計 11,629 33,935

特別損失   

固定資産売却損 ※7  8 ※7  24

固定資産除却損 ※7  24 ※7  22

減損損失 ※10  309 ※10  70

投資有価証券売却損 ※11  538 ※11  120

出資金売却損 ※11  2 ※11  0

投資有価証券評価損 ※12  3,991 ※12  12,931

出資金評価損 ※12  3 ※12  324

関係会社等整理・引当損 ※13  15,407 ※13  10,559

事業構造改善損 ※14  3,602 ※14  47

投資損失引当金繰入額 1 －

商品評価損 － 4,995

特別損失合計 23,891 29,097

税引前当期純利益 21,719 21,599

法人税、住民税及び事業税 △3,134 △1,649

法人税等調整額 △6,670 1,241

法人税等合計 △9,804 △408

当期純利益 31,523 22,008
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平成20年６月25日

双日株式会社 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている双日株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、双日株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「連結財務諸表における税効果会計

に関する実務指針」（会計制度委員会報告第６号）を適用している。 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年６月２日に国内無担保社債を発行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒   井   卓   一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小   野   純   司  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平   野         巌  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 前連結会計年度の連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月23日

双日株式会社 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている双日株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附

属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、双日株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」及

び「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」を適用している。 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は連結子会社である日商エレクトロニクス株式会社の普通株式

を公開買付けにより取得した。 

  

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、双日株式会社の

平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並

びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全

には防止又は発見することができない可能性がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒   井   卓   一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平   野        巌  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  笠   間   智   樹  ㊞ 
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な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、双日株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成20年６月25日

双日株式会社 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている双日株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

双日株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年６月２日に国内無担保社債を発行した。 
  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒  井  卓  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  野  純  司  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  野          巌  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 前事業年度の財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成21年６月23日

双日株式会社 

取締役会 御中 

 

   

   

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている双日株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

双日株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用

している。  

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は連結子会社である日商エレクトロニクス株式会社の普通株式

を公開買付けにより取得した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  荒  井  卓  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  平  野      巌  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  笠  間  智    樹  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月23日 

【会社名】 双日株式会社 

【英訳名】 Sojitz Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  加 瀬  豊 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役副社長執行役員  佐 藤 洋 二 

【本店の所在の場所】 東京都港区赤坂六丁目１番20号 

【縦覧に供する場所】 双日株式会社名古屋支店 

  (名古屋市中区錦一丁目17番13号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



代表取締役社長加瀬豊及び代表取締役副社長執行役員佐藤洋二は、当社の財務報告に係る内部統制の整

備及び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の

基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示さ

れている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しています。 

 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものです。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の

虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成21年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠しま

した。 

 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行なった上で、その評価結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しました。 

 

 当該業務プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重

要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することに

よって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社、及び持分法適用関連会社について、

財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定しました。財務報告の信頼性に及ぼ

す影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社、連結子会社50社、及び

持分法適用関連会社33社を全社的な内部統制の評価対象としました。なお、上記以外の連結子会社及び持

分法適用関連会社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制

の評価範囲に含めていません。 

 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、当社及び連結子会社の前連結会計年度の売上高

（連結会社間取引消去前）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２/

３に達している５社と、当社の事業内容に鑑み、質的に重要と判断された２社を「重要な事業拠点」とし

ました。 

 

 選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及

び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としました。 

 

 さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な

虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい

取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プ

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】



ロセスとして評価対象に追加しています。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

しました。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月23日 

【会社名】 双日株式会社 

【英訳名】 Sojitz Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  加 瀬  豊 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役副社長執行役員  佐 藤 洋 二 

【本店の所在の場所】 東京都港区赤坂六丁目1番20号 

【縦覧に供する場所】 双日株式会社名古屋支店 

  (名古屋市中区錦一丁目17番13号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長 加瀬 豊及び当社最高財務責任者 佐藤 洋二は、当社の第６期(自 平成20年 ４

月１日 至 平成21年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載さ

れていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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